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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標 独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標（案） 独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画 独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画（案）

　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３
号）第２９条第１項の規定に基づき、独立行政法人
国立健康・栄養研究所が達成すべき業務運営に関す
る目標（以下「中期目標」という。）を次のとおり
定める。

　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３
号）第２９条第１項の規定に基づき、独立行政法人
国立健康・栄養研究所が達成すべき業務運営に関す
る目標（以下「中期目標」という。）を次のとおり
定める。

　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３
号）第２９条第１項の規定に基づき、平成１８年３
月１日付けをもって厚生労働大臣から指示のあった
独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標を達成
するため、同法第３０条の規定に基づき、次のとお
り、独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画を
作成する。

　独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３
号）第２９条第１項の規定に基づき、平成２３年
月　日付けをもって厚生労働大臣から指示のあった
独立行政法人国立健康・栄養研究所中期目標を達成
するため、同法第３０条の規定に基づき、次のとお
り、独立行政法人国立健康・栄養研究所中期計画を
作成する。

平成18年3月1日 平成23年　月　日 平成18年4月1日 平成23年　月　日

厚生労働大臣　川　崎　二　郎
厚生労働大臣　細川　律夫
内閣総理大臣　菅　　直人

独立行政法人国立健康・栄養研究所
理事長　渡邊　昌

独立行政法人国立健康・栄養研究所
理事長　徳留　信寛

（前文）
　独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究
所」という。）は、人々の栄養・食生活、運動と健
康との関わりについて、基礎から応用に至るまでの
調査及び研究を包括的かつ国際的な水準で行い得る
試験研究機関であることから、国民の健康・栄養状
態及びＱＯＬ（生活の質）の向上に直接あるいは間
接的に寄与することのできる調査及び研究を効率的
に行い、国民の健康と福祉のために貢献することが
重要である。
　そのため、特にヒトを対象とした研究に関して、
わが国の大学・研究機関の中心的存在として、総合
的・統合的な研究を推進するとともに、研究者を育
成する役割を果たすことを求める。
　また、厚生労働行政上の重要な健康・栄養施策を
推進する上で不可欠な科学的根拠を質の高い研究に
よって示し、それらを専門的立場から要約して発信
するとともに、健康科学・栄養学領域において、ア
ジア地域への貢献を含め、国際的なリーダーシップ
を担うことを期待する。

（前文）
　独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究
所」という。）は、人々の栄養・食生活、運動と健
康との関わりについて、基礎から応用に至るまでの
調査及び研究を包括的かつ国際的な水準で行い得る
試験研究機関であることから、国民の健康・栄養状
態及びＱＯＬ（生活の質）の向上に直接あるいは間
接的に寄与することのできる調査及び研究を効率的
に行い、国民の健康と福祉のために貢献することが
重要である。
　そのため、特にヒトを対象とした研究に関して、
わが国の大学・研究機関の中心的存在として、総合
的・統合的な研究を推進するとともに、研究者を育
成する役割を果たすことを求める。
　また、厚生労働行政上の重要な健康・栄養施策を
推進する上で不可欠な科学的根拠を質の高い研究に
よって示し、それらを専門的立場から要約して発信
するとともに、健康科学・栄養学領域において、ア
ジア地域への貢献を含め、国際的なリーダーシップ
を担うことを期待する。

（前文）
　独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究
所」という。）は、人々の健康・栄養状態及びＱＯ
Ｌ（生活の質）の向上への貢献という目的を踏ま
え、短期的・中期的・長期的な視点から重点的に行
う研究課題を選択するとともに、研究所の社会的役
割を踏まえつつ、独自性の高い研究や将来に向けて
発展が期待される萌芽的・創造的な研究の推進に努
める。

（前文）
　独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究
所」という。）は、人々の健康・栄養状態及びＱＯ
Ｌ（生活の質）の向上への貢献という目的を踏ま
え、短期的・中期的・長期的な視点から重点的に行
う研究課題を選択するとともに、研究所の社会的役
割を踏まえつつ、独自性の高い研究や将来に向けて
発展が期待される萌芽的・創造的な研究の推進に努
める。

第１ 中期目標の期間 第１ 中期目標の期間

　独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）
第２９条第２項第１号の中期目標の期間は、平成１
８年４月１日から平成２３年３月３１日までの５年
間とする。

　独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）
第２９条第２項第１号の中期目標の期間は、平成２
３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５年
間とする。

第２　国民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する事項

第２　国民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する事項

第１　国民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する事項を達成するための措置

第１　国民に対して提供するサービスその他の業務
の質の向上に関する事項を達成するための措置

　通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供
するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
は、次のとおりとする。

　通則法第２９条第２項第３号の国民に対して提供
するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
は、次のとおりとする。

１．研究に関する事項 １．研究に関する事項 １．研究に関する事項を達成するための措置 １．研究に関する事項を達成するための措置

 (1)重点調査研究に関する事項  (1)国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的
な反映が見込まれる研究に関する事項

 (1)重点調査研究に関する事項を達成するための措
置

 (1)国の生活習慣病対策等の施策としてより効果的
な反映が見込まれる研究に関する事項を達成するた
めの措置

　　研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働
省における健康づくり施策に必要不可欠な科学的知
見を蓄積し、発信することを目的として、以下の分
野に特化・重点化して研究を行うこと。

　　研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働
省及び地方自治体等における健康づくり施策に必要
な科学的知見を集積し、発信することを目的とし
て、以下の分野に特化・重点化して研究を行うこ
と。

  　研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働
省における健康づくり施策に必要不可欠な科学的知
見を蓄積し、発信することを目的として、以下の分
野に特化・重点化して研究を行う。

　　研究所の独自性を発揮するとともに、厚生労働
省及び地方自治体等における健康づくり施策に必要
不可欠な科学的知見を集積し、発信することを目的
として、以下の分野に特化・重点化して研究を行
う。

　ア　生活習慣病予防のための運動と食事の併用効
果に関する研究

　ア　生活習慣病予防のための運動と食事の併用効
果に関する研究

　ア　生活習慣病予防のための運動と食事の併用効
果に関する研究

　ア　生活習慣病予防のための運動と食事の併用効
果に関する研究

「独立行政法人国立健康・栄養
研究所の組織・業務全般の見直
しについて」（平成２２年１２
月２４日付厚生労働省。以下
「見直し」という。）
第１　事務及び事業の見直し
　１　調査研究の重点化等
　健栄研が実施する調査研究に
ついては、国の生活習慣病対策
等の施策としてより効果的な反
映が見込まれる研究に重点化す
る。

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

　　　運動・身体活動による生活習慣病の一次予
防、食事と遺伝的因子の相互作用の解明並びに運動
と食事とによるテーラーメード予防法に関して、ヒ
トを対象とした試験、動物や細胞等を用いた実験を
行う。特に糖尿病及びメタボリックシンドロームの
一次予防に資する調査及び研究に特化・重点化す
る。

　　　運動・身体活動や適切な食事による生活習慣
病の一次予防、身体活動や食事といった環境因子と
遺伝的因子の相互作用の解明、並びに運動と食事と
によるテーラーメード予防法に関して、ヒトを対象
とした試験、動物や細胞等を用いた実験を行う。特
に、安全で効果的かつ実効性のある一次予防策開発
に資する調査及び研究に特化・重点化する。

　　ａ　運動・身体活動による生活習慣病予防、運
動と食事指導の併用を行った場合の効果等につい
て、実験的、疫学的な調査及び研究を行う。これに
より食事摂取基準、運動基準等を作成するための科
学的根拠の提示を行う。

a 運動・身体活動や適切な食事による生活習慣
病予防、運動と食事指導の併用効果等について、実
験的、疫学的、文献的な調査及び研究を行う。これ
により食事摂取基準、運動基準等を策定するための
科学的根拠を提示する。

　　ｂ　遺伝子改変動物を用いて、運動や食事指導
によってメタボリックシンドローム及び生活習慣病
がいかに予防されるのかを、遺伝子解析等による分
子レベルでの機序解明を試み、運動と食事指導によ
る生活習慣病のテーラーメード予防法の開発に資す
る科学的根拠を提示する。

　　ｂ　ヒトを対象として、遺伝因子と各栄養素摂
取量、身体活動量、エネルギー代謝等との関係を明
らかにし、生活習慣病発症の遺伝、環境リスクの相
互作用を解明する。

　　ｃ　ヒトを対象として、基礎代謝量と遺伝素因
の相互作用や遺伝子多型と各栄養素摂取量、身体活
動量等との関係を明らかにし、生活習慣病発症の遺
伝、環境リスクの相互関係を解明する。

　　ｃ　遺伝子改変動物を用いて、運動や食事指導
によってメタボリックシンドローム及び生活習慣病
がいかに予防されるのかを、遺伝子解析等による分
子レベルでの機序解明を試み、運動と食事指導によ
る生活習慣病のテーラーメード予防法の開発に資す
る科学的根拠を提示する。

　イ　日本人の食生活の多様化と健康への影響に関
する栄養疫学的研究

　イ　日本人の食生活の多様化と健康への影響、及
び食生活の改善施策に関する栄養疫学的研究

　イ　日本人の食生活の多様化と健康への影響に関
する栄養疫学的研究

　イ　日本人の食生活の多様化と健康への影響、及
び食生活の改善施策に関する栄養疫学的研究

　　　日本人の食生活の多様性を科学的に評価する
ための指標及び調査手法を開発し、それが健康に及
ぼす影響について疫学的な調査及び研究を行う。特
に日本人の食事摂取基準等の科学的根拠となるデー
タの蓄積と｢健康日本２１｣の評価への応用という点
を重点目標とする。

　　　日本人の食生活の多様性を科学的に評価する
ための指標及び調査手法を開発し、それが健康に及
ぼす影響について疫学的な調査及び研究を行う。ま
た、それらに基づく食生活改善法の開発と施策への
提言を行う。特に日本人の食事摂取基準等の科学的
根拠となるデータの蓄積と｢健康日本21｣の評価及び
次期「健康づくり運動」策定への応用を目指す。

　　ｂ　「健康日本２１」推進のためには、効果的
な運動・食事指導プログラムの開発と普及や、国及
び地方自治体での適切な指導効果の評価の実施等が
重要であることから、これらの手法の開発、国民健
康・栄養調査の機能強化及びデータ活用に資する検
討を行う。

　　ｂ　「健康日本２１」の最終評価及び次期「健
康づくり運動」の策定に向けた、効果的で実効性の
ある運動・食事指導プログラムの開発と普及、国及
び地方自治体等の施策の推進に資する研究を行うこ
とが重要であることから、これらの手法の開発、国
民健康・栄養調査の機能強化及びデータ活用に資す
る検討を行う。

　　ａ　栄養に関する実践において最も基本的かつ
重要な指針である「食事摂取基準」について、平成
２０年度に予定される改定作業に向け、系統的レ
ビューを平成１９年度まで重点的に行う。また、今
後の改定に向けて、ヒトを対象とした疫学的研究及
び基本的情報の収集等を継続的に行う。

　　ａ　栄養に関する実践において最も基本的かつ
重要な指針である「食事摂取基準」について、平成
２５年度に予定される改定作業開始に向け、系統的
レビューを平成２４年度まで重点的に行う。また、
今後の改定に向けて、ヒトを対象とした疫学的研究
及び基本的情報の収集等を継続的に行う。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

 ウ　「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評
価及び健康影響評価に関する調査研究

　ウ　「健康食品」を対象とした食品成分の有効性
評価及び健康影響評価に関する調査研究

ウ　「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評
価及び健康影響評価に関する調査研究

ウ　「健康食品」を対象とした食品成分の有効性評
価及び健康影響評価に関する調査研究

　　「健康食品」に含まれる食品成分の有効性及び
健康影響に関して、実社会における使用実態等を把
握するとともに、ヒトに対する影響を評価する手法
を開発する。その結果を幅広く公開し、「健康食
品」に関わるリスクコミュニケーションに資する
データベースの更新及び充実を継続して行う。

　　「健康食品」に含まれる食品成分の有効性及び
健康影響に関して、実社会における使用実態等を把
握するとともに、ヒトに対する影響を評価する手法
を開発する。その結果を幅広く公開し、「健康食
品」に関わるリスクコミュニケーションに資する
データベースの更新及び充実を継続して行う。

　　ａ　保健機能食品等の健康志向に基づく食品の
使用実態等の情報を収集・把握し、栄養表示及び健
康表示の側面から、健康影響について調査検討す
る。
　　　　また、栄養素以外の食品成分から広く健康
影響を持つ食品素材をスクリーニングして、そのヒ
トにおける有効性評価について細胞モデル及び動物
モデルを用いて検討する。

　　ａ　「健康食品」等の健康志向に基づく食品の
使用実態等の情報を収集・把握し、食品表示並びに
食品成分の健康影響に関する調査研究を実施する。
　　　　また、「健康食品」摂取の安全性に関して
は、動物実験及び細胞実験等による健康影響評価研
究を実施し、これらに関する情報発信を行う。

　　ｂ　「健康食品」に関する正しい知識の普及と
健康被害の未然防止並びに拡大防止を目的に、公正
で科学的な健康食品の情報を継続的に収集・蓄積
し、幅広く公開する。

　　ｂ．「健康食品」に関する正しい知識の普及と
健康被害の未然防止並びに拡大防止を目的に、公正
で科学的な健康食品の情報を継続的に収集・蓄積
し、それらの情報を効果的に国民に提供する。ま
た、「健康食品」の利用実態や有害事例に関連した
調査研究を行う。

（２）重点調査研究以外の調査研究に関する事項
（２）重点調査研究以外の調査研究に関する事項を
達成するための措置

　　ア　科学技術基本計画（仮称）に沿って、研究
機関として独自性の高い基礎的・応用的研究を行う
こと。

　エ　科学技術基本計画に沿って、研究機関として
独自性の高い基礎的・応用的研究を行うこと。

　　ア　研究所の研究能力を向上させ、将来、その
応用・発展的な展開を可能とするために、関連研究
領域における基礎的・独創的・萌芽的研究を行う。

　　エ　研究所の研究能力を向上させ、将来、その
応用・発展的な展開を可能とするために、関連研究
領域における基礎的・独創的・萌芽的研究を行う。

　　イ　研究の成果をより広く社会に還元するため
に、食育推進基本計画（仮称）に資する調査研究を
推進し、専門家（管理栄養士等）への情報提供を行
うこと。

　オ　研究の成果をより広く社会に還元するため
に、食育推進基本計画に資する調査研究を推進し、
専門家（管理栄養士等）への情報提供を行うこと。

　　イ　コホートを設定し、介入研究による栄養教
育の成果を研究する。食育及び栄養ケアマネジメン
トに関して、行政、他機関と協力してエビデンス作
りを図る。
　　　また、管理栄養士等保健従事者の教育及び情
報の提供方法を研究する。

　　オ　小児から高齢者までの生涯にわたるライフ
ステージに応じた間断ない食育をより効果的に推進
するための調査研究を行い、その成果を専門家（管
理栄養士等）に情報提供し、行政機関等と協調して
食育を推進する。

（３）研究水準及び研究成果等に関する事項 （２）研究水準及び研究成果等に関する事項
（３）研究水準及び研究成果等に関する事項を達成
するための措置

（２）研究水準及び研究成果等に関する事項を達成
するための措置

　ア　論文、学会発表等の促進 　ア　論文、学会発表等の促進

　　　　調査及び研究の成果の普及を図るため、学
術誌への学術論文の投稿、シンポジウム、学会等で
の口頭発表を行う。
　　　　これらについては、中期目標期間内に、学
術論文の掲載を２５０報以上、口頭発表を７５０回
以上行う。
　　　　なお、口頭発表は、海外においても積極的
に行う。

　　　　調査及び研究の成果の普及を図るため、学
術誌への学術論文の投稿、シンポジウム、学会等で
の口頭発表を行う。
　　　　これらについては、中期目標期間内に、学
術論文の掲載を４００報以上、口頭発表を１０００
回以上行う。
　　　　なお、口頭発表は、海外においても積極的
に行う。

　ア　健康・栄養に関する施策、ガイドライン等の
科学的根拠につながる質の高い研究を行い、研究成
果を論文等を通じて社会に発信・還元を行うこと。

　ア　健康・栄養に関する施策、ガイドライン等の
科学的根拠につながる質の高い研究を行い、研究成
果を論文等を通じて社会に発信・還元を行うこと。



4

中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

　イ　調査・研究の成果を社会に還元するために、
知的財産権の取得・開示を行うこと。

　イ　知的財産権の活用

　　　　調査及び研究の成果については、それらが
知的財産につながるかどうかのスクリーニングを行
い、中期目標期間内に２０件以上の特許出願を行
う。
　　　　取得した特許権の実施を図るため、特許権
情報のデータベースをホームページ上に公開する。
　　　　また、非公務員化の利点を活用し、研究所
が所有する知的財産の活用、又は所有する情報等を
用いた共同研究を民間企業及び大学等と積極的に行
うこととし、毎年２件以上の増加を目標とする。

ウ　講演会等の開催 イ　講演会等の開催

　　　　健康・栄養関連の専門家向けのセミナー、
幅広い人々を対象とした講演会等をそれぞれ年１回
以上開催し、調査及び研究の成果を社会に還元す
る。
　　　　また、関係団体が実施する教育・研修プロ
グラムへの職員の派遣を積極的に推進する。
　　　　一般及び専門家からの電話、メール等によ
る相談を受けるとともに、それらの相談に適切に対
応する。

エ　開かれた研究所への対応 ウ　開かれた研究所への対応

　　　幅広い人々に研究所の業務について理解を深
めてもらうことを目的に、年１回オープンハウスと
して研究所を公開する。
　　　また、健康と栄養に興味を抱かせ、将来、栄
養学研究を担う人材の育成に資するよう、「総合的
な学習の時間」による中学・高校生等の見学を積極
的に受け入れる。

　　　幅広い人々に研究所の業務について理解を深
めてもらうことを目的に、年１回オープンハウスと
して研究所を公開する。
　　　また、健康と栄養に興味を抱かせ、将来、栄
養学研究を担う人材の育成に資するよう、「総合的
な学習の時間」による中学・高校生等の見学を積極
的に受け入れる。

（４）研究実施体制等の整備に関する事項 （３）研究実施体制等の整備に関する事項 （４）研究実施体制等の整備に関する事項を達成す
るための措置

（３）研究実施体制等の整備に関する事項を達成す
るための措置

　ア　独立行政法人という組織形態の利点を最大限
活かした研究資金等の運用及び人的資源の配置によ
り、研究・業務の効率化を図ること。

　ア　独立行政法人という組織形態の利点を最大限
活かした研究資金等の運用及び人的資源の配置によ
り、研究・業務の効率化を図ること。

　ア　研究・業務の効率的な実施という観点から、
研究員、研究補助員の配置を戦略的に行う。
　　　研究所として重点的に実施すべき調査及び研
究並び法律に基づく業務については、研究業務費を
適切に配分し、確実な業務の執行に努める。

　ア　研究・業務の効率的な実施という観点から、
研究員、研究補助員の配置を戦略的に行うととも
に、重点化する調査研究及び法定業務に研究業務費
を適切に配分し、確実な業務の執行に努める。

　イ　国内外の産業界を含む健康・栄養・食品関係
の機関との共同研究の拡充等を目的として、研究所
研究員の派遣及び他機関等の研究員の受入れをより
積極的に行うこと。

　イ　国内外の産業界を含む健康・栄養・食品関係
の機関との共同研究の拡充等を目的として、研究所
研究員の派遣及び他機関等の研究員の受入れをより
積極的に行うこと。

　イ　民間企業、大学、他の研究機関等との間で従
前から実施している共同研究に加え、新たな共同研
究等を積極的に推進するため、民間企業、大学等へ
研究所研究員を派遣するとともに、資質の高い研究
員を受け入れる。

　イ　民間企業、大学、他の研究機関等との間で従
前から実施している共同研究に加え、新たな共同研
究等を積極的に推進するため、民間企業、大学等へ
研究所研究員を派遣するとともに、資質の高い研究
員を受け入れる。
　　　また、非公務員化の利点を活用し、研究所が
所有する知的財産の活用、又は所有する情報等を用
いた共同研究を民間企業及び大学等と積極的に行う
こととし、中期目標期間内に６０件以上を目標とす
る。

　エ　研究所の一般公開を実施するとともに、中学
校・高等学校等からの見学にも積極的に応じるこ
と。

　ウ　研究所の一般公開を実施するとともに、中学
校・高等学校等からの見学にも積極的に応じるこ
と。

　ウ　健康・栄養関連の専門家を対象としたセミ
ナー、一般向けの講演会等を開催すること。

　イ　健康・栄養関連の専門家を対象としたセミ
ナー、一般向けの講演会等を開催すること。

　　　　健康・栄養関連の専門家向けのセミナー、
幅広い人々を対象とした講演会等をそれぞれ年１回
以上開催し、調査及び研究の成果を社会に還元す
る。
　　　　また、関係団体が実施する教育・研修プロ
グラムへの職員の派遣を積極的に推進する。
　　　　一般及び専門家からの電話、メール等によ
る照会等に対し、適切に対応する。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

　ウ　大学及び民間企業等との連携・協力により、
研究者の交流を進め、人材の養成と資質の向上を図
ること。

　ウ　大学及び民間企業等との連携・協力により、
研究者の交流を進め、人材の養成と資質の向上を図
ること。

　ウ　連携大学院、民間企業及び各種研究機関等か
ら研究員を年間２０名程度受け入れ、研究所が所有
する情報・技術等を提供するとともに、研究員を広
く大学院や関係機関等に年間５名程度派遣し、研究
所の持つ情報・技術等を社会に還元する。
　　　また、国内外の若手研究員等の育成に貢献す
るため、博士課程修了者、大学院生、他機関に属す
る研究員等を継続的に受け入れるための体制の充実
を図る。
　　　また、連携大学を増やし、兼任教授の派遣を
行うとともに、若手研究員の指導・育成を行うた
め、求めに応じ、研究所研究員を他機関へ派遣す
る。

　ウ　連携大学院、民間企業及び各種研究機関等か
ら研究員を年間１００名以上受け入れ、研究所が所
有する情報・技術等を提供するとともに、研究員を
広く大学院や関係機関等に年間１００名以上派遣
し、研究所の持つ情報・技術等を社会に還元する。
　　　また、国内外の若手研究員等の育成に貢献す
るため、博士課程修了者、大学院生、他機関に属す
る研究員等を継続的に受け入れるための体制の充実
を図る。
　　　また、連携大学を増やし、兼任教授の派遣を
行うとともに、若手研究員の指導・育成を行うた
め、求めに応じ、研究所研究員を他機関へ派遣す
る。

　エ　調査及び研究の円滑な実施が図られるよう、
適切な措置を講ずるとともに、他機関との共同研究
及び受託研究において、双方の研究施設及び研究設
備の稼働状況に応じた共同利用を図ること。

　エ　調査及び研究の円滑な実施が図られるよう、
適切な措置を講ずるとともに、他機関との共同研究
及び受託研究において、双方の研究施設及び研究設
備の稼働状況に応じた共同利用を図ること。

　エ　施設・設備について、自らが有効に活用する
とともに、「独立行政法人国立健康・栄養研究所設
備等利用規程」に基づき、大学、他研究機関による
共同研究等での外部研究者等の利用に供する。

　エ　施設・設備について、自らの研究実施のため
に実効的に活用するとともに、「独立行政法人国立
健康・栄養研究所設備等利用規程」に基づき、大
学、他研究機関との共同研究等での外部研究者等の
利用に供する。

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際
協力等に関する事項

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際
協力等に関する事項

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際
協力等に関する事項を達成するための措置

２．法律に基づく業務、社会的・行政ニーズ、国際
協力等に関する事項を達成するための措置

（１）健康増進法に基づく業務に関する事項 （１）健康増進法に基づく業務に関する事項 （１）健康増進法に基づく業務に関する事項を達成
するための措置

（１）健康増進法に基づく業務に関する事項を達成
するための措置

　ア　国民健康・栄養調査の実施に関する事務のう
ち、集計事務については、「健康日本２１」、都道
府県健康増進計画等の政策ニーズに適時対応して、
迅速かつ効率的に集計を行うこと。
　　　また、外部委託のより積極的な活用、高度集
計・解析システムの活用等により効率化を図る。

　ア　国民健康・栄養調査の実施に関する事務のう
ち、集計事務については、「健康日本２１」、都道
府県健康増進計画等の政策ニーズに適時対応して、
迅速かつ効率的に集計を行うこと。
　　　また、外部委託のより積極的な活用、高度集
計・解析システムの活用等により効率化を図る。

　ア　国民健康・栄養調査の集計事務については、
政策ニーズに対応した迅速かつ効率的な集計を行
う。具体的には、当該年度の集計事務を、調査票の
すべてを受理してから７ヶ月を目途（ただし、調査
項目に大幅な変更が生じない場合に限る）に行う。
　　　また、外部委託、高度集計・解析システムの
活用等により、効率的な集計を行うことにより、経
費の削減を図る。
　　　さらに、都道府県等が行う健康・栄養調査に
対する支援を含めて関連する技術的な事項につい
て、 研究所がより積極的に対応する。
　　　特に、平成２２年度に行われる都道府県等健
康増進計画の最終評価に向けて、調査結果の活用、
評価手法等について、平成２０年度までに重点的に
技術支援を行う。

　ア　国民健康・栄養調査の集計事務については、
政策ニーズに対応した迅速かつ効率的な集計を行
う。具体的には、当該年度の集計事務を、調査票の
すべてを受理してから７ヶ月を目途（ただし、調査
項目に大幅な変更が生じない場合に限る）に行う。
　　　また、外部委託、高度集計・解析システムの
活用等により、効率的な集計を行うことにより、経
費の削減を図る。
　　　さらに、都道府県等が行う健康・栄養調査に
対する支援を含めて関連する技術的な事項につい
て、 研究所がより積極的に対応する。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項 （２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項
（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を
達成するための措置

（２）社会的・行政ニーズへの対応に関する事項を
達成するための措置

　イ　ホームページ等を通じて国民からのニーズを
把握すること。

　イ　ホームページ等を通じて国民からのニーズを
把握すること。

　イ　研究所に対する意見、要望等をホームページ
やセミナー等の参加者を通じて把握し、その内容を
検討し、可能な限り業務に反映させる。

　イ　研究所に対する意見、要望等をホームページ
やセミナー等の参加者を通じて把握し、その内容を
検討し、可能な限り業務に反映させる。

　ア　健康・栄養に関連する団体、大学、民間企業
等から直接的に研究所に対する要望等を伺う機会を
年６回程度設け、社会的ニーズを把握する。さら
に、業務関連行政部局との間で、定期的な情報及び
意見等を交換する場を設け、行政ニーズを把握す
る。

　　　また、国、地方自治体、国際機関等より、専
門的な立場からの技術的な協力、指導等の求めには
積極的に応じて研究員を派遣し、研究所における調
査及び研究の成果が適切に施策等に反映できるよう
努める。

　ア　健康・栄養に関連する団体、大学、民間企業
等から直接的に研究所に対する要望等を伺う機会を
年６回程度設け、社会的ニーズを把握する。さら
に、業務関連行政部局との間で、定期的な情報及び
意見等を交換する場を設け、行政ニーズを把握す
る。

　　　また、国、地方自治体、国際機関等より、専
門的な立場からの技術的な協力、指導等の求めには
積極的に応じて研究員を派遣し、研究所における調
査及び研究の成果が適切に施策等に反映できるよう
努める。

　ア　関連機関等と定期的な情報交換の場を設け、
社会的・行政ニーズを把握すること。

　　ア　関連機関等と定期的な情報交換の場を設
け、社会的・行政ニーズを把握すること。

　イ　厚生労働省が収去した特別用途食品及び栄養
表示がなされた食品の試験業務を的確かつ迅速に実
施する。
　　　特別用途食品の許可に係る試験業務につい
て、分析技術が確立している食品成分の試験業務
は、検体の受理から試験の回答までを２ヶ月以内に
行うことを目指す。

　　　また、分析技術の確立していない特定保健用
食品の関与成分等の新たな食品成分への技術的対応
についは、他登録試験機関での応用も可能な分析技
術の規格化及び当該食品成分の標準品の開発の実現
を図る。

　イ　健康増進法第27条第5項（同法第29条第2項、
第32条第3項及び第32条の3第3項において準用する場
合を含む。）の規定により収去した食品の試験業務
を的確かつ迅速に実施する。
　　　上記の試験並びに特別用途食品の許可に係る
試験業務について、分析技術の確立した試験につい
ては、登録試験機関間における検査の精度管理に努
める。
　
　　　また、分析技術の確立していない特定保健用
食品の関与成分等の新たな食品成分への技術的対応
については、他登録試験機関での応用も可能な分析
技術の規格化及び当該食品成分の標準品の開発の実
現を図る。さらに栄養表示基準における栄養成分に
ついて、分析手法の改良を行う。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　２　特別用途食品の表示許可
　試験及び収去試験に係る役割
　分担の見直し
　健栄研は、健康増進法（平成
１４年法律第１０３号）の規定
に基づく特別用途食品の表示許
可試験及び収去試験の各業務を
実施している。これらの試験に
当たっては、成分分析を行う必
要があるが、検査方法の標準
化、公定法の確立や検査精度の
維持・管理等が課題となってい
る。
　このため、検査方法が標準化
されたものその他健栄研が行わ
ずとも民間の登録試験機関にお
いて対応可能な試験（収去試験
を含む。）については、積極的
に登録試験機関の活用を図るも
のとし、健栄研は、これら検査
方法の標準化、検査精度の維
持・管理に一層重点的に取り組
むものとする。
　これを踏まえ、収去食品の試
験業務における民間登録試験機
関での試験導入に伴う要員の見
直しを図るものとする。

　イ　厚生労働省が収去した特別用途表示及び栄養
表示がなされた食品の試験業務を的確に実施する。
また、特定保健用食品の関与成分等、新たな食品成
分の分析技術及びそれらの分析に用いる食品成分の
標準品等を規格化すること。

　イ　健康増進法第27条第５項（同法第29条第２
項、第32条第３項及び第32条の３第３項において準
用する場合を含む。）の規定により収去した食品の
試験業務を的確に実施すること。対応可能な試験
（収去試験を含む。）について積極的に民間の登録
試験機関の活用が図られるよう、検査方法の標準
化、検査精度の維持・管理に一層重点的に取り組む
こと。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関する
事項

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関する
事項

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関する
事項を達成するための措置

（３）国際協力、産学連携等対外的な業務に関する
事項を達成するための措置

　ア　国際栄養協力体制を充実強化し、特にアジア
地域における国際貢献と学術的ネットワークの構築
を行うことにより、国際社会における役割を果たす
こと。

　ア　国際協力の対外的な業務については、政府関
係部局との連携を強め、国際栄養協力体制を充実強
化し、特にＷＨＯ研究協力センターとして指定を受
けて、アジア地域における国際貢献と学術的ネット
ワークの構築を行うことにより、国際社会における
役割を果たすこと。

　ア　アジア諸国との間で、栄養調査、栄養改善及
び健康づくり等に関する共同研究において中心的な
役割を果たすとともに、ＷＨＯ西太平洋地域におけ
る協力センターの設置（平成１９年度を目途）に向
けての準備を行う。
　　　また、研究者養成及び共同研究の促進を図る
ため、「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事
業」により年間２名程度の若手研究者に研究所での
研修機会を提供するとともに、アジア地域の研究者
を交えたシンポジウムの開催等を行い、アジア地域
における栄養学研究基盤の強化に寄与する。

　ア　アジア諸国との間で、栄養調査、栄養改善及
び健康づくり等に関する共同研究において中心的な
役割を果たすとともに、国際協力の対外的業務につ
いて政府関係部局との連携を強め、国際栄養協力体
制を充実強化する。特にＷＨＯ研究協力センター
（現在申請中）の機能として、ＷＨＯ西太平洋地域
における栄養調査の実施ならびに食事摂取基準や運
動ガイドラインの策定等の技術支援を行う。
　　　また、研究者養成及び共同研究の促進を図る
ため、「国際栄養協力若手外国人研究者招へい事
業」により年間２名程度の若手研究者に研究所での
研修機会を提供するとともに、アジア地域の研究者
を交えたシンポジウムの開催等を行い、アジア地域
における栄養学研究基盤の強化に寄与する。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　１　調査研究の重点化等
　（略）
　さらに、国際協力・産学連携
等の対外的な業務については、
政府関係部局との連携を強め、
業務の効率化を図るものとす
る。

　イ　産学連携推進機能の強化、寄附研究部門の充
実等により、産学連携をより一層進め、研究成果の
社会への還元と知的財産の獲得を目指すこと。

　イ　産学連携の対外的な業務については、政府関
係部局との連携を強め、産学連携推進機能の強化に
より、産学連携をより一層進め、研究成果の社会へ
の還元と知的財産の獲得を目指すこと。

　イ　民間企業、大学等の複合的な連携を強化する
とともに、寄附研究部門の充実を図る。

　　　これにより、研究所の研究成果と社会ニーズ
の橋渡し、新たな展開・応用を図るとともに、知的
財産の獲得を積極的に行う。

　イ　政府関係部局との連携を強め、民間企業、大
学等の複合的な連携を強化する。

　　　これにより、研究所の研究成果と社会ニーズ
の橋渡し、新たな展開・応用を図るとともに、知的
財産の獲得を積極的に行う。
　　　また、調査及び研究の成果については、それ
らが知的財産につながるかどうかのスクリーニング
を行い、中期目標期間内に２０件以上の特許等の出
願を行う。
　　　取得した特許権の実施を図るため、特許権情
報のデータベースをホームページ上に公開する。

（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項 （４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項
（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項を
達成するための措置

（４）栄養情報担当者（ＮＲ）制度に関する事項を
達成するための措置

３．情報発信の推進に関する事項 ３．情報発信の推進に関する事項
３．情報発信の推進に関する事項を達成するための
措置

３．情報発信の推進に関する事項を達成するための
措置

（１）研究所として総合的な情報発信を行うための
体制を強化し、対外的な業務の推進を図ること。

（１）研究所として総合的な情報発信を行うための
体制を強化し、対外的な業務の推進を図ること。

（１）研究所として総合的な情報発信を行うととも
に、対外的な業務の推進を図るための組織整備を行
う。

（１）総合的な情報発信を効果的に実施するための
内部組織の連携を充実させ、対外的な業務の推進を
図るための組織整備を行う。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　４　栄養情報担当者（ＮＲ）
　認定制度の移管
　栄養情報担当者（ＮＲ：
Nutritional Representative）
認定制度については、第１期の
中期目標期間終了時の見直しに
おいて、健栄研が本制度を行う
必要性及びその具体的な目標を
明確にするとともに、制度導入
による社会的効果を把握した上
で、その在り方を検討し、結論
を得るよう指摘されており、最
終的に既存の資格取得者の取扱
い等について検討の上、第三者
機関への業務移管との結論に達
したところである。
　これを踏まえ、健栄研の業務
としては早期に廃止するものと
し、また、業務の廃止に伴う要
員の合理化を図るものとする。

　　　栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）
が、保健機能食品等の利用に関して、消費者に適切
に情報を提供し、消費者が気軽に相談できる者とな
れるよう、研修や情報提供等を通じてその質的向上
を図る。
　　　また、中期目標期間開始より３年以内に、Ｎ
Ｒの実際の業務内容、社会でのあり方についてモニ
タリングを行う。この結果に基づき、制度のあり方
や研究所の係わりについて検討を行い、中期目標期
間終了までに結論を得る。
　　　ＮＲ事務業務について、効率的かつ的確な業
務が実施できるよう見直しを行う。また、外部委託
が可能な業務については、アウトソーシングを行
う。

　　　栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）が
社会的役割を果たすことができるよう、研修や情報
提供等を通じてその質的向上を図るとともに、実際
の業務内容のモニタリング等を行い、制度や研究所
の関与のあり方について検討すること。

　栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）認定制
度については、既存の資格取得者の取扱い等につい
て検討の上、第三者機関への業務移管を行うこと。

　栄養情報担当者（以下「ＮＲ」という。）認定制
度については、既存の資格取得者、資格取得を目指
している者及び栄養情報担当者養成講座の取扱い並
びに移管に伴う経過措置等について検討し、第三者
機関へ業務を移管する。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（２）研究所の活動状況に関する情報をホームペー
ジを介して広く公開すること。

（２）研究所の活動状況に関する情報をホームペー
ジを介して広く公開すること。

（２）ホームページに研究所の活動状況を積極的に
配信し、ホームページの掲載内容をより充実させ
る。
　　ホームページアクセス件数は、中期目標期間
中、毎年５０万件程度を維持させる。

（２）ホームページによって研究所の活動状況を積
極的に発信し、利用対象者を考慮した掲載内容の充
実に努める。
　　ホームページアクセス件数は、中期目標期間
中、毎年３００万件程度を維持させる。

（３）研究所の諸活動及び研究業績については、研
究所報告やニュースレターの刊行及び電子メディア
での配信により公開すること。

（３）研究所の諸活動及び研究業績については、研
究所報告やニュースレターの刊行及び電子メディア
での配信により公開すること。

（３）研究所の諸活動及び研究業績については、毎
年度１回研究報告としてとりまとめるとともに、最
新の研究成果やトピックス等を紹介したニュースレ
ターを年４回刊行する。
　　　また、これらについては、ホームページ上で
公開するとともに、電子メディアでの配信も行う。

（３）研究所の諸活動及び研究業績については、毎
年度１回研究報告としてとりまとめるとともに、最
新の研究成果やトピックス等を紹介したニュースレ
ターを年４回刊行する。
　　　また、これらについては、ホームページ上で
公開するとともに、電子メディアでの配信も行う。

（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報
開示は、ホームページ等を活用し積極的に行うこ
と。

（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報
の提供は、ホームページ等を活用し積極的に行うこ
とにより、その充実を図ること。

（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報
開示は、ホームページ等を活用し積極的に行う。

（４）研究所の諸規程、職員の公募等、必要な情報
の提供は、ホームページ等の充実を図り、積極的に
活用を行う。

第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項 第３　業務運営の改善及び効率化に関する事項
第２　業務運営の改善及び効率化に関する事項を達
成するための措置

第２　業務運営の改善及び効率化に関する事項を達
成するための措置

　　通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率
化に関する事項は次のとおりとする。

　通則法第２９条第２項第２号の業務運営の効率化
に関する事項は次のとおりとする。

１．運営体制の改善に関する事項 １．運営体制の改善に関する事項
１．運営体制の改善に関する事項を達成するための
措置

１．運営体制の改善に関する事項を達成するための
措置

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的
に行うことができるよう、役員組織と研究部門及び
事務部門との間の連絡を密にし、執行体制を強化す
ること。

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的
に行うことができるよう、役員組織と研究部門及び
事務部門との間の連絡を密にし、内部統制を強化す
ること。

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的
に行うことができるよう、役員組織と研究部門及び
事務部門との間の連絡調整を密にし、執行体制を強
化する。
　　　また、研究所運営に対する研究所職員の意識
を高めるため、研究所運営に関する必要な情報の共
有化を図る。

（１）研究所の意思決定と運営を機動的かつ効率的
に行うことができるよう、役員組織と研究部門及び
事務部門との間の連絡調整を密にし、内部統制を強
化する。
　　　また、研究所運営に対する研究所職員の意識
を高めるため、研究所運営に関する必要な情報の共
有化を図る。

（２）研究部門間での連携を強め、異なる研究分野
からの情報や研究手法を積極的に利用して戦略的な
事業の立案・実施を図る。

（２）研究企画及び評価に関わる機能及び体制の強
化を図り、研究業務の包括的、計画的な実施を進め
ること。

（２）研究企画及び評価に関わる機能及び体制の強
化を図り、研究業務の包括的、計画的な実施を進め
ること。

（２）研究部門間での連携を強め、異なる研究分野
からの情報や研究手法を積極的に利用して戦略的な
事業の立案・実施を図る。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　５　内部統制の充実・強化
　内部統制については、更に充
実・強化を図るものとする。そ
の際、総務省の独立行政法人に
おける内部統制と評価に関する
研究会が本年３月に公表した報
告書（「独立行政法人における
内部統制と評価について」）及
び、今後、総務省政策評価・独
立行政法人評価委員会から独立
行政法人の業務実績に関する評
価の結果等の意見等として各府
省独立行政法人評価委員会に通
知する事項を参考にするものと
する。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（４）法人運営に関して透明性を確保するととも
に、国民に向けての説明責任を全うするため、広報
体制を強化し、迅速な情報公開に努めること。

（４）法人運営に関して透明性を確保するととも
に、国民に向けての説明責任を全うするため、広報
体制を強化し、迅速な情報公開に努めること。

（４）独立行政法人等の保有する情報の公開に関す
る法律（平成１３年法律第１４０号）に則り、積極
的な情報公開を行う。

（４）独立行政法人等の保有する情報の公開に関す
る法律（平成１３年法律第１４０号）に則り、積極
的な情報公開を行う。

（５）外部資金の獲得に積極的に取り組むととも
に、経費節減や現況資源の有効利用を進めること。

（５）外部資金の獲得に積極的に取り組むととも
に、経費節減や現況資源の有効利用を進めること。

（５）研究所の経営基盤の安定化のため、外部資金
の獲得に積極的に取り組むとともに、経費の節減や
研究所の所有する設備等の有効利用を進める。

（５）研究所の経営基盤の安定化のため、外部資金
の獲得に積極的に取り組むとともに、経費の節減や
研究所の所有する設備等の有効利用を進める。

２．研究・業務組織の最適化に関する事項 ２．研究・業務組織の最適化に関する事項
２．研究・業務組織の最適化に関する事項を達成す
るための措置

２．研究・業務組織の最適化に関する事項を達成す
るための措置

（１）業務効率化の観点から、研究部組織体制の見
直しを行い、その最適化を図ること。

（２）他機関との連携・交流を強化し、組織の活性
化を目指すこと。

（２）民間団体、大学、地方公共団体、他府省等に
おける調査研究との相互補完を図る観点から、重
複・類似する研究を排除して研究の効率化を目指す
とともに、他の研究機関との連携のあり方について
検討を行い、連携・交流を強化することにより組
織・研究の活性化を図ること。

（２）民間企業、大学等との連携・交流を積極的に
行い、研究員の交流を進め、人材の養成と資質の向
上に努めることにより、組織の活性化を図る。

（２）民間団体、大学、地方公共団体、他府省等に
おける調査研究との相互補完を図る観点から、重
複・類似する研究を排除して研究の効率化を図る。
他の研究機関との連携のあり方について検討を行
い、研究員の連携・交流を進め、人材の養成と資質
の向上に努めることにより、組織・研究の活性化を
図る。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　１　調査研究の重点化等
　（略）
　民間団体、大学、地方公共団
体、他府省等における調査研究
との相互補完を図る観点から、
重複・類似する研究を排除する
とともに、他の研究機関との連
携の在り方を検討するものとす
る。

（１）研究所が中期計画の中で重点的に行う調査及
び研究並びに法律に基づく業務に関して、業務量や
集中的に遂行すべき時期等を勘案しながら研究及び
業務チームを組織する。
　　　非公務員型の利点を生かして柔軟に組織の見
直し・改編を行うこととし、従来の部体制から中期
目標に掲げる業務を行うためのプログラム等を設
け、各々が独立した形での業務運営を行う。
　　　また、組織の見直し・改編後、毎年、その効
果を検証する。

（１）重点化する調査研究及び法定業務に関して、
業務量や集中的に遂行すべき時期等を勘案しながら
研究及び業務チームを組織する。
　　　非公務員型の利点を生かして柔軟に組織の見
直し・改編を行うこととし、研究所の組織や研究内
容を国民により分かりやすくするため、従来のプロ
グラム、プロジェクト体制を研究部、研究室に改組
する。
　　　また、組織の見直し・改編後、毎年、その効
果を検証するとともに検証結果を公表する。

（１）業務効率化の観点から、研究部組織体制の見
直しを行い、その最適化を図ること。

（３）調査及び研究業務の効率的かつ確実な推進を
図るため、所内報告会等により各業務の進捗状況を
把握し、適切な評価を行い、その結果を計画的・効
率的な業務の遂行に反映させる。
　　　また、所内イントラネットを活用し、業務の
進捗状況管理等の効率化を図る。

（３）調査及び研究業務の効率的かつ確実な推進を
図るため、所内報告会等により各業務の進捗状況を
把握し、適切な評価を行い、その結果を計画的・効
率的な業務の遂行に反映させる。
　　　また、所内イントラネットを活用し、業務の
進捗状況管理等の効率化を図る。

（３）業務の確実な実施のため、各研究・業務に関
する内部進行管理及び評価を行うこと。

（３）業務の確実な実施のため、各研究・業務に関
する内部進行管理及び評価を行うこと。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

３．職員の人事の適正化に関する事項 ３．職員の人事の適正化に関する事項 ３．職員の人事の適正化に関する事項を達成するた
めの措置

３．職員の人事の適正化に関する事項を達成するた
めの措置

（１）重点的に行う研究及び法律に基づく業務に対
して適切に職員を配置し、効率的に研究業務を行う
こと。

（１）重点的に行う研究及び法律に基づく業務に対
して適切に職員を配置し、効率的に研究業務を行う
こと。なお、収去食品の試験業務における民間登録
試験機関での試験導入に伴う要員の見直し及び、研
究所におけるＮＲ認定制度業務の廃止に伴う要員の
合理化を図ること。

（１）重点的に行う研究及び法律に基づき実施すべ
き業務については、業務運営の効率性を勘案しなが
らも、必要な人員を十分に担保した上で組織体制を
構築する。

（１）重点化する調査研究及び法定業務に対して適
切に職員を配置し、効率的に研究業務を行う。
　なお、収去食品の試験業務における民間登録試験
機関での試験導入及びＮＲ認定制度業務の廃止に伴
う要員の見直しや合理化を図る。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　２　特別用途食品の表示許可
　試験及び収去試験に係る役割
　分担の見直し
　（略）
　これを踏まえ、収去食品の試
験業務における民間登録試験機
関での試験導入に伴う要員の見
直しを図るものとする。

　４　栄養情報担当者（ＮＲ）
　認定制度の移管
　（略）
　これを踏まえ、健栄研の業務
としては早期に廃止するものと
し、また、業務の廃止に伴う要
員の合理化を図るものとする。

（３）研究職員の流動化計画に沿って原則公募制・
任期制により採用を行い、研究者層の向上を図るこ
と。

（３）研究職員の流動化計画に沿って原則公募制・
任期制により採用を行い、研究者層の向上を図るこ
と。

（３）研究員の採用に当たっては、「独立行政法人
国立健康・栄養研究所における研究者の流動化計
画」に沿って、原則として公募制、任期付の採用を
行う。
　　　研究所が重点的に推進する調査及び研究業務
が着実に成果が挙げられるよう、資質の高い人材を
広く求める。また、資質の高い人材については、任
期中の実績評価に基づき、任期を付さない形での採
用を行う。
　　　さらに、外国人及び女性研究者が業務に従事
しやすい環境づくりを推進し、外国人及び女性職員
の採用も可能な限り行う。

（３）研究員の採用に当たっては、「独立行政法人
国立健康・栄養研究所における研究者の流動化計
画」に沿って、原則として公募制、任期付の採用を
行う。
　　　研究所が重点的に推進する調査及び研究業務
が着実に成果が挙げられるよう、資質の高い人材を
広く求める。また、資質の高い人材については、任
期中の実績評価に基づき、任期を付さない形での採
用を行う。
　　　さらに、外国人及び女性研究者が業務に従事
しやすい環境づくりを推進し、外国人及び女性研究
者の採用も可能な限り行う。

（４）事務職員についても適切に評価を行い、資質
の向上と業務の効率化を図ること。

（４）事務職員についても適切に評価を行い、資質
の向上と業務の効率化を図ること。

（４）事務職員の質の向上を図るため、研究員と同
様に評価を行うこととし、その評価システムとして
自己評価による評価を行い、その結果を昇給・昇任
等に反映する。

（４）事務職員の質の向上を図るため、研究員と同
様に評価を行うこととし、その評価システムとして
研究所の人事評価制度に基づく総合的評価を行い、
その結果を昇給・昇任等に反映する。

　※人事に関する指標 　※人事に関する指標

　　期末の常勤職員数は、期初の１００％を上限と
する。

　　期末の常勤職員数は、期初の１００％を上限と
する。

（参考1） （参考1）

 期初の常勤職員数　47名  期初の常勤職員数４５名

 期末の常勤職員数　47名（以内）  期末の常勤職員数４５名（以内）

（参考２） （参考２）

中期目標期間中の人件費総額 中期目標期間中の人件費総額

　　　　２，３３５百万円（見込） 　　　　２，１３９百万円（見込）

（２）非公務員型への移行のメリットを最大限に活
かした柔軟な人事システムを構築し、研究職員の個
人評価の結果を昇級・昇任等の処遇及び給与面に反
映させる。

（２）非公務員型のメリットを最大限に活かした柔
軟な人事システムを構築し、研究職員の個人評価の
結果を昇給・昇任等の処遇及び給与面に反映させ
る。

（２）研究職員の個人評価の結果を昇級・昇任等、
給与面に反映させること。

（２）研究職員の個人評価の結果を昇給・昇任等、
給与面に反映させること。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本
給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国
際派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

　ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本
給、職員諸手当、超過勤務手当、休職者給与及び国
際派遣職員給与に相当する範囲の費用である。

４．事務等の効率化・合理化に関する事項 ４．事務等の効率化・合理化に関する事項 ４．事務等の効率化・合理化に関する事項を達成す
るための措置

４．事務等の効率化・合理化に関する事項を達成す
るための措置

（２）事務職員については、研修会やマネジメント
セミナー等を通じ、研究所経営への参加意識を高め
るとともに、業務意識の高揚を図ること。

（２）事務職員については、研修会やマネジメント
セミナー等を通じ、研究所経営への参加意識を高め
るとともに、業務意識の高揚を図ること。

（２）事務職員については、研究所で働く者として
必要な法令・知識を習得するための各種研修会やセ
ミナー等への参加を充実させ、職員が働きやすく自
己能力を最大限発揮できるような職場環境の整備を
推進する。
　　　これにより、研究所経営への参加意識を高
め、業務の質の向上及び効率化の一層の推進を図
る。

（２）事務職員については、研究所で働く者として
必要な法令・知識を習得するための各種研修会やセ
ミナー等への参加を充実させ、職員が働きやすく自
己能力を最大限発揮できるような職場環境の整備を
推進する。
　　　これにより、研究所経営への参加意識を高
め、職員の資質の向上及び業務効率化の一層の推進
を図る。

（３）業務の効率化を図るため、業務・システムの
最適化を図ること。

（３）業務の効率化を図るため、業務・システムの
最適化を図ること。

（３）業務の効率化を図るため、業務・システムの
最適化を図る。

（３）業務の効率化を図るため、業務・システムの
最適化を図る。

５．評価の充実に関する事項 ５．評価の充実に関する事項 ５．評価の充実に関する事項を達成するための措置 ５．評価の充実に関する事項を達成するための措置

（１）毎年度内部評価委員会において、主要な研究
業務に関して内部評価を実施すること。

（１）毎年度内部評価委員会において、主要な研究
業務に関して内部評価を実施すること。

（１）毎年度内部評価委員会を開催し、主要な研究
業務に関して、内部評価を実施し、研究業務の確実
な実施及び効率化に資する。

（１）毎年度内部評価委員会を開催し、主要な研究
業務に関して、内部評価を実施し、研究業務の確実
な実施及び効率化に資する。

（２）第三者による外部評価委員会により、年度計
画の事前及び事後評価を行うこと。

（２）第三者による外部評価委員会により、年度計
画の事前及び事後評価を行うこと。

（２）柔軟かつ競争的で開かれた調査及び研究環境
の実現や経営資源の重点的・効率的配分に資するた
め、外部の専門家等の評価者による外部評価を毎年
度２回程度実施する。

（２）柔軟かつ競争的で開かれた調査及び研究環境
の実現や経営資源の重点的・効率的配分に資するた
め、外部の専門家等の評価者による外部評価を毎年
度２回程度実施する。

（３）評価に関する結果は、ホームページで公開す
ること。

（３）評価に関する結果は、ホームページで公開す
ること。

（３）内部及び外部評価結果は、ホームページ上で
公表するとともに、組織や施設・設備の改廃等を含
めた予算・人材等の資源配分に反映させる等、調査
及び研究活動の活性化・効率化に積極的に活用す
る。

（３）内部及び外部評価結果は、ホームページ上で
公表するとともに、組織や施設・設備の改廃等を含
めた予算・人材等の資源配分に反映させる等、調査
及び研究活動の活性化・効率化に積極的に活用す
る。

（１）研究組織体制の見直しに併せて、業務の効率
化を図るため、事務部門の組織を見直す。この際、
事務部門に研究員の研究成果の積極的な活用や、対
外的な業務を担う業務課（仮称）を設け、研究員が
最大限の成果を得られるようにする。
　　　また、権限の明確化及び決裁プロセスの短縮
化により、意志決定の迅速化を図るとともに、事務
作業の迅速化、事務書類の簡素化、電子化等を進め
る。さらに、定型的な業務でアウトソーシング可能
なものについては外部委託を進める。

（１）業務効率化の観点から、事務の迅速化、簡素
化、電子化等を推進する。さらに、定型的な業務で
外部委託が可能なものについては積極的に進める。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　１　効率化目標の設定等
　管理部門の簡素化、効率的な
運営体制の確保、アウトソーシ
ングの活用等により業務運営コ
ストを縮減することとし、一般
管理費及び事業費に係る効率化
目標について、これまでの効率
化の実績を踏まえ、同程度以上
の努力を行うとの観点から具体
的な目標を設定するものとす
る。

（１）業務の効率化を図るため、事務書類の簡素
化、電子化、事務作業の迅速化を進めるとともに、
定型的な業務でアウトソーシング可能なものについ
ては外部委託を行うこと。

（１）業務の効率化を図るため、事務書類の簡素
化、電子化、事務作業の迅速化を進めるとともに、
定型的な業務でアウトソーシング可能なものについ
ては外部委託を行うこと。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　６　その他
　複数の候補からの選択を要す
る事業の実施に当たっては、第
三者委員会を設置するなど適切
な方法により事前・期中・完了
後の評価を行い、評価結果を事
業の選定・実施に適切に反映さ
せることにより、事業の重点化
及び透明性の確保に努めるもの
とする。
　また、事業の目的を踏まえつ
つ、受益者負担の適正化、寄附
金等による自己収入の確保に努
めるものとする。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（４）研究職員について自己点検・評価を行うとと
もに、できるだけ客観的な指標に基づく評価を毎年
実施すること。

（４）研究職員について自己点検・評価を行うとと
もに、できるだけ客観的な指標に基づく評価を毎年
実施すること。

（４）研究員については、自己点検・評価を行うと
ともに、可能な限り客観的な指標に基づき評価を行
う。
　　　また、理事長は自ら全研究員との面談を行
い、適切かつ公平な評価を行う。
　　　さらに、評価の結果は各職員にフィードバッ
クするとともに、所内イントラネットを活用して、
各研究の研究業績を公開し、評価の透明性の確保に
努める。

（４）研究員については、自己点検・評価を行うと
ともに、可能な限り客観的な指標に基づき評価を行
う。
　　　また、理事長は自ら全研究員との面談を行
い、適切かつ公平な評価を行う。
　　　さらに、評価の結果は各職員にフィードバッ
クするとともに、所内イントラネットを活用して、
各研究の研究業績を公開し、評価の透明性の確保に
努める。

６．業務運営全体での効率化 ６．業務運営全体での効率化 ６．業務運営全体での効率化を達成するための措置 ６．業務運営全体での効率化を達成するための措置

　　一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業
に係るもの。人件費は除く。）については、中期目
標期間の最終年度までに、平成１７年度を基準とし
て１０％以上の削減を達成すること。

（１）一般管理費（運営費交付金を充当して行う事
業に係るもの。人件費は除く。）については、中期
目標期間の最終年度までに、平成２２年度を基準と
して１０％以上の削減を達成すること。

　　一般管理費（運営費交付金を充当して行う事業
に係るもの。人件費を除く。）については中期目標
期間中、毎年度、２％以上削減し、中期目標期間の
最終年度までに、平成１７年度を基準として１０％
以上の削減を達成する。

（１）一般管理費（運営費交付金を充当して行う事
業に係るもの。人件費を除く。）については中期目
標期間中、毎年度、２％以上削減し、中期目標期間
の最終年度までに、平成２２年度を基準として１
０％以上の削減を達成する。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　１　効率化目標の設定等
　（略）
　なお、一般管理費について
は、独立行政法人に無駄遣いが
あるのではないかとの厳しい批
判があることを踏まえ、経費節
減の余地がないか自己評価を厳
格に行った上で、適切な見直し
を行うものとする。

　　人件費については、「行政改革の重要方針」
（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、平
成１８年度以降の５年間において、国家公務員に準
じた人件費削減の取組を行うこと。
　　併せて、国家公務員の給与構造改革を踏え、給
与体系の見直しを進めること。

（２）人件費については、「簡素で効率的な政府を
実現するための行政改革の推進に関する法律」（平
成18年法律第47号）、「経済財政運営と構造改革に
関する基本方針2006」（平成18年7月7日）に基づき
平成18年度からの5年間で平成17年度を基準として
5％以上削減するとした人件費改革の取組を平成23年
度まで継続すること。また、総人件費についても、
政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく
見直すこと。
　併せて、研究所の給与水準については、国家公務
員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与
の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・
目標期限を設定してその適正化に計画的に取り組む
とともに、その検証結果や取組状況を公表するこ
と。

　　人件費については、「行政改革の重要方針」
（平成１７年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、中
期目標期間の最終年度までに平成１７年度を基準と
して５％以上の削減を達成する。
　　併せて、国家公務員の給与構造改革を踏まえ、
給与体系の見直しを行う。

　　業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に
係るもの。）については、中期目標期間の最終年度
までに、平成１７年度を基準として５％以上の削減
を達成すること。

（３）業務経費（運営費交付金を充当して行う事業
に係るもの。）については、中期目標期間の最終年
度までに、平成２２年度を基準として５％以上の削
減を達成すること。

　　業務経費（運営費交付金を充当して行う事業に
係るもの。）については、中期目標期間中、毎年
度、１％以上削減し、中期目標期間の最終年度まで
に、平成１７年度を基準として５％以上の削減を達
成する。

（３）業務経費（運営費交付金を充当して行う事業
に係るもの。）については、中期目標期間中、毎年
度、１％以上削減し、中期目標期間の最終年度まで
に、平成２２年度を基準として５％以上の削減を達
成する。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　２　給与水準の適正化等
　給与水準については、国家公
務員の給与水準も十分考慮し、
手当を含め役職員給与の在り方
について厳しく検証した上で、
目標水準・目標期限を設定して
その適正化に計画的に取り組む
とともに、その検証結果や取組
状況を公表するものとする。
　また、総人件費についても、
政府における総人件費削減の取
組を踏まえ、厳しく見直すもの
とする。

（２）人件費については、「簡素で効率的な政府を
実現するための行政改革の推進に関する法律」（平
成18年法律第47号）、「経済財政運営と構造改革に
関する基本方針2006」（平成18年7月7日）に基づき
平成18年度からの5年間で平成17年度を基準として
5％以上削減するとした人件費改革の取組を平成23年
度まで継続する。また、総人件費についても、政府
における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直
す。ただし、以下の人員に係る人件費は、上述の人
件費改革における削減対象から除外する。
　①  国からの委託費及び補助金により雇用される
任期付研究者
　②運営費交付金により雇用される任期付研究者の
うち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本
計画（平成18年3月28日閣議決定）において指定され
ている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及
び若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研
究者をいう。）。
　併せて、給与水準については、国家公務員の給与
水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方
について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限
を設定してその適正化に計画的に取り組むととも
に、その検証結果や取組状況を公表する。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（４）契約については、「独立行政法人の契約状況
の点検・見直しについて」（平成21年11月17日閣議
決定）に基づく取組を着実に実施すること。
　なお、研究事業に係る調達については、透明性が
高く効果的な契約の在り方を追求すること。

（４）契約については、以下の取り組みによりその
適正化を推進する。
　ア　契約は、原則として一般競争入札等によるこ
ととする。
　イ　「随意契約等見直し計画」に基づく取組を着
実に実施し、その取組状況を公表する。
　ウ　一般競争入札等により契約を行う場合であっ
ても、特に企画競争や公募を行う場合には、競争
性、透明性が十分確保される方法により実施する。
　エ　会計監事による定期的な監査により、入札・
契約の適正な実施について点検を受ける。
　オ　契約監視委員会において、契約方式の妥当性
及び競争性確保のための改善方策の妥当性等を事前
審査する。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　３　契約の点検・見直し
　契約については、「独立行政
法人の契約状況の点検・見直し
について」（平成２１年１１月
１７日閣議決定）に基づく取組
を着実に実施することにより、
契約の適正化を推進し、業務運
営の効率化を図るものとする。
　この場合において、研究・開
発事業等に係る調達について
は、他の独立行政法人の事例等
をも参考に、透明性が高く効果
的な契約の在り方を追求するも
のとする。
　また、密接な関係にあると考
えられる法人との契約に当たっ
ては、一層の透明性の確保を追
求し、情報提供の在り方を検討
するものとする。

第４　財務内容の改善に関する事項 第４　財務内容の改善に関する事項 第３　財務内容の改善に関する事項を達成するため
の措置

第３　財務内容の改善に関する事項を達成するため
の措置

　　　通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改
善に関する事項は、次のとおりとする。

　　　通則法第２９条第２項第４号の財務内容の改
善に関する事項は、次のとおりとする。

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
事項

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
事項

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
事項を達成するための措置

１．外部研究資金その他の自己収入の増加に関する
事項を達成するための措置

（１）運営費交付金以外の競争的研究資金の積極的
獲得を図ること。

（１）運営費交付金以外の競争的研究資金について
は、中期目標期間の最終年度までに、研究資金の５
０％以上の獲得を達成すること。

（１）運営費交付金以外の競争的研究資金の積極的
な獲得を図り、外部研究資金、その他の競争的資金
の募集等に積極的に参加し、その増加に努める。

（１）運営費交付金以外の競争的研究資金について
は、中期目標期間中、研究資金の５０％以上を目標
に積極的な獲得を図り、外部研究資金、その他の競
争的資金の募集等に積極的に参加し、その増加に努
める。

「見直し」
第１　事務及び事業の見直し
　１　調査研究の重点化等
　（略）
　また、調査研究の実施に当
たっては、例えば、研究資金の
２分の１以上を競争的研究資金
によって獲得するなど目標を設
定し、計画的な競争的研究資金
の獲得、民間企業からの受託研
究の増加等による自己収入の拡
大に努めるものとする。

（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）の
有効活用及び研究成果の社会への還元を目的とした
出版等を行うことにより、自己収入の増加を図るこ
と。

（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）の
有効活用及び研究成果等の社会への還元を目的とし
た出版等を行うことにより、自己収入の増加を図る
こと。

（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）の
有効活用並びに研究成果の社会への還元を目的とし
た出版等を行うことにより、自己収入の確保につな
げる。
　　　また、「独立行政法人国立健康・栄養研究所
施設・設備等利用規程」に基づき、地域住民等への
施設開放を行い、研究所の設備等の効率的な利用に
努め、併せて自己収入の増加に寄与する。

（２）各種研究から生じる知的財産（特許権等）の
有効活用並びに研究成果、さらには国民健康・栄養
調査結果等の社会への還元を目的とした出版等を行
うことにより、自己収入の増加を図る。
　　　また、「独立行政法人国立健康・栄養研究所
施設・設備等利用規程」に基づき、地域住民等への
施設開放を行い、研究所の設備等の効率的な利用に
努め、併せて自己収入の増加に寄与する。

「見直し」
第３　業務全般に関する見直し
　４　保有資産の見直し等
（２）また、特許権について
は、特許権を保有する目的を明
確にした上で、当該目的を踏ま
えつつ、登録・保有コストの削
減及び特許収入の拡大を図るも
のとする。

２．経費の抑制に関する事項 ２．経費の抑制に関する事項 ２．経費の抑制に関する事項を達成するための措置 ２．経費の抑制に関する事項を達成するための措置

（１）各部門において、常勤職員の人件費も含めた
コスト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用
とコスト意識の向上を図ること。

（１）各部門において、常勤職員の人件費も含めた
コスト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用
とコスト意識の向上を図ること。

（１）各部門において、常勤職員の人件費を含めた
コスト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用
とコスト意識の向上を図る。

（１）各部門において、常勤職員の人件費を含めた
コスト管理を四半期毎に行い、効率的な資金の運用
とコスト意識の向上を図る。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等によ
り人的資源の有効活用並びに経費の節減を図るとと
もに、業務運営に係る経常的経費の削減を図るこ
と。

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等によ
り人的資源の有効活用並びに経費の節減を図るとと
もに、業務運営に係る経常的経費の削減を図るこ
と。

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等によ
り人的資源の有効活用並びに経費の削減を図るとと
もに、業務運営に係る経常的経費についても、法令
集の追録購入中止等により削減を図る。

「見直し」
第３ 業務全般に関する見直し
　１ 効率化目標の設定等
　（略）
　また、官民競争入札等の積極
的な導入を推進し、業務の質の
維持・向上及び経費の削減の一
層の推進を図るものとする。

第４　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画
及び資金計画

第４　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画
及び資金計画

　１．予算 　１．予算

　　　別紙１のとおり。（略） 　　　別紙１のとおり。（略）

　２．収支計画 　２．収支計画

　　　別紙２のとおり。（略） 　　　別紙２のとおり。（略）

　３．資金計画 　３．資金計画

　　　別紙３のとおり。（略） 　　　別紙３のとおり。（略）

第５　短期借入金の限度額 第５　短期借入金の限度額

　１．限度額 　１．限度額

　　　１００，０００，０００円 　　　１００，０００，０００円

　２．想定される理由 　２．想定される理由

　　ア　運営費交付金等の受入れの遅延等による資
金の不足

　　ア　運営費交付金等の受入れの遅延等による資
金の不足

　　イ　予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支
給

　　イ　予定外の退職者の発生に伴う退職手当の支
給

　　ウ　その他不測の事態により生じた資金の不足 　　ウ　その他不測の事態により生じた資金の不足

第６　重要な資産を譲渡、又は担保に供するとき
は、その計画

第６　重要な資産を譲渡、又は担保に供するとき
は、その計画

　該当なし。 　該当なし。

第７　剰余金の使途 第７　剰余金の使途

　ア　研究環境の整備に係る経費 　ア　研究環境の整備に係る経費

　イ　職員の資質向上に係る経費 　イ　職員の資質向上に係る経費

　ウ　知的財産管理、技術移転に係る経費　等 　ウ　知的財産管理、技術移転に係る経費　等

　

第５　その他の業務運営に関する重要事項 第５　その他の業務運営に関する重要事項 第８　その他の業務運営に関する重要事項を達成す
るための措置

第８　その他の業務運営に関する重要事項を達成す
るための措置

（２）研究業務の集約化、アウトソーシング等によ
り人的資源の有効活用並びに経費の削減を図るとと
もに、業務運営に係る経常的経費の削減を図る。
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中期目標（旧） 中期目標（新） 中期計画（旧） 中期計画（新） 見直し内容

独立行政法人国立健康・栄養研究所第２期中期目標・中期計画、第３期中期目標・中期計画（案）の比較表

　　通則法第２９条第２項第５号のその他の業務運
営に関する重要事項は、次のとおりとする。

　　通則法第２９条第２項第５号のその他の業務運
営に関する重要事項は、次のとおりとする。

（１）セキュリティの確保 （１）セキュリティの確保 （１）セキュリティの確保 （１）セキュリティの確保

　　　情報セキュリティの強化と利用者への情報提
供等の利便性の向上を図ること。

　　「第2次情報セキュリティ基本計画」等の政府の
方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進
すること。

　　　情報システムに係る情報のセキュリティの確
保に努める。

　　　情報システムに係る情報のセキュリティの確
保に努める。

（２）施設及び設備に関する計画 （２）施設及び設備に関する計画
　　該当なし。 　　該当なし。
（３）積立金処分に関する事項 （３）積立金処分に関する事項
　　該当なし。 　　該当なし。
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